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山陽小野田市会計年度任用職員の給与等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めがあるものを除き、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号。以下「法」という。）第２４条第５項の規定に基づき、法

第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」

という。）の給与その他の給付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給与その他の給付の種類） 

第２条 前条の給与その他の給付は、法第２２条の２第１項第２号により採用

された会計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）

にあっては、給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当及び旅費をいい、同項第１号によ

り採用された会計年度任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」と

いう。）にあっては、基本報酬、時間外勤務報酬、休日勤務報酬、夜間勤務

報酬、特殊勤務報酬及び期末手当並びに費用弁償とする。 

２ 会計年度任用職員に支給する給与は、その職務の複雑、困難及び責任の度

に応じ、かつ、法第３条第２項に規定する一般職に属する常勤職員（以下「常

勤職員」という。）との権衡、その職務の特殊性等を考慮して定めるものと

する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の給料表及び職務の級） 

第３条 フルタイム会計年度任用職員に適用する給料は、山陽小野田市職員給



 

与条例（平成１７年山陽小野田市条例第５１号。以下「給与条例」という。）

別表第１に定める一般職員給料表（以下「給料表」という。）によるものと

する。 

２ フルタイム会計年度任用職員の職務は、その職務の複雑、困難及び責任の

度に基づきこれを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の

基準となるべき職務の内容は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

めるとおりとする。 

(1) １級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

(2) ２級 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

第４条 前条の規定にかかわらず、職務の内容を考慮し、前条第１項の給料表

を適用することが適当でない場合は、市長が規則で定める基準に従い任命権

者が決定する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の号給の決定） 

第５条 新たに給料表の適用を受けるフルタイム会計年度任用職員となった者

の号給の決定の基準は、規則で定める。 

 （フルタイム会計年度任用職員の給与の支給） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の給料の支給方法の取扱いは、給与条例

の適用を受ける常勤職員の例による。 

２ 前項の場合において、給与条例第８条第４項中「勤務時間条例第３条第１

項、第４条及び第５条の規定に基づく週休日」とあるのは、「フルタイム会

計年度任用職員について定められた週休日」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の通勤手当） 

第７条 フルタイム会計年度任用職員の通勤手当は、常勤職員の例により支給

する。 

（フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当） 

第８条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当の種類、支給を受ける者

の範囲、支給額及び支給方法は、常勤職員の例による。 

（フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当等） 

第９条 山陽小野田市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する条例（令



 

和元年山陽小野田市条例第 号。以下「勤務時間条例」という。）第６条に

規定する正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）以外の時間に

おいて勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員には、常勤職

員の例により時間外勤務手当を支給する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当） 

第１０条 休日（勤務時間条例第９条に規定する休日をいう。）において正規

の勤務時間中に勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員には、

常勤職員の例により休日勤務手当を支給する。休日に準ずるものとして市長

が定める日において勤務したフルタイム会計年度任用職員についても同様と

する。 

（フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当） 

第１１条 正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤

務するフルタイム会計年度任用職員には、常勤職員の例により夜間勤務手当

を支給する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当） 

第１２条 宿日直勤務を命ぜられたフルタイム会計年度任用職員には、常勤職

員の例により宿日直手当を支給する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１３条 フルタイム会計年度任用職員の期末手当は、６月１日及び１２月１

日（以下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム

会計年度任用職員（期末手当を支給しようとする基準日を含む任期（当該任

期の初日前から引き続き当該職として任用しているときは、当該職にある期

間を通算する。）が６月以上の者に限る。）に対して、常勤職員の例により

支給する。基準日前１月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任

用職員（規則で定める者を除く。）についても、同様とする。 

２ 任期の定めが６月に満たないフルタイム会計年度任用職員が、１会計年度

内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至った

ときは、当該会計年度任用職員については、当該会計年度において任期の定

めが６月以上の会計年度任用職員とみなして、前項の規定を適用する。 



 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度

任用職員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として

任用された者の任期（６月未満のものに限る。）の定めと前会計年度におけ

る任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定めと

の合計が６月以上に至ったときは、第１項の任期の定めが６月以上のフルタ

イム会計年度任用職員とみなす。 

第１４条 次の各号のいずれかに該当するフルタイム会計年度任用職員には、

前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号

に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しな

い。 

(1) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第２９条第 

１項の規定による懲戒免職の処分を受けたフルタイム会計年度任用職員 

 (2) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第２８条第 

４項の規定により失職したフルタイム会計年度任用職員 

 (3) 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日ま 

での間に離職したフルタイム会計年度任用職員（前２号に掲げる者を除 

く。）で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑 

に処せられたもの 

 (4) 次条の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者（当 

該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為に係る 

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

第１５条 任命権者又はその委任を受けた者は、支給日に期末手当を支給する

こととされていた職員で当該支給日の前日までに離職したものがある場合は、

常勤職員の例により、当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。 

 （フルタイム会計年度任用職員の通勤手当等の支給） 

第１６条 第７条から前条までに定めるもののほか、フルタイム会計年度任用

職員の通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当、宿日直手当及び期末手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （フルタイム会計年度任用職員の旅費） 



 

第１７条 フルタイム会計年度任用職員の旅費は、山陽小野田市職員等の旅費

に関する条例（平成１７年山陽小野田市条例第５３号）の適用を受ける職員

の例により支給する。この場合において、同条例別表第１中「その他の者」

とあるのは、「フルタイム会計年度任用職員」とする。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料の減額） 

第１８条 フルタイム会計年度任用職員が勤務しない場合は、常勤職員の例に

より、減額した給与を支給する。 

 （フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第１９条 フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算出は、

常勤職員の例による。 

 （パートタイム会計年度任用職員の報酬の計算期間） 

第２０条 パートタイム会計年度任用職員に支給する報酬の計算期間は、月の

初日から末日までの期間とする。ただし、任命権者が特に必要があると認め

る場合には、この期間内において当該報酬の計算期間を短縮することができ

る。 

 （パートタイム会計年度任用職員の基本報酬の種類） 

第２１条 パートタイム会計年度任用職員に支給する基本報酬は、月額、日額

又は時間額により定めるものとする。 

 （パートタイム会計年度任用職員の基本報酬） 

第２２条 パートタイム会計年度任用職員に支給する基本報酬の月額は、フル

タイム会計年度任用職員をパートタイム会計年度任用職員と同一の職務に従

事させるために任用した場合に適用する給料月額に、パートタイム会計年度

任用職員の１週間の勤務時間を３８．７５で除して得た数を乗じて得た額（そ

の額に１００円未満の端数を生じたときは、これを四捨五入する。）とする。 

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する基本報酬の日額は、次項に規定

する基本報酬の時間額に、その者について定められた１日当たりの勤務時間

数を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数を生じたときは、これを四捨

五入する。）とする。 

３ パートタイム会計年度任用職員に支給する基本報酬の時間額は、フルタイ



 

ム会計年度任用職員をパートタイム会計年度任用職員と同一の職務に従事さ

せるために任用した場合に適用する給料月額に１２を乗じ、その額を労働基

準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第１９条に定める所定労働時

間数で除して得た額（その額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げる。）

とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、任命権者が特に必要があると認めるときは、

市長の承認を得て、パートタイム会計年度任用職員に支給する基本報酬の月

額、日額又は時間額を別に定めることができる。 

第２３条 月額により基本報酬が定められるパートタイム会計年度任用職員で、

月の途中において新たに任用され、又は死亡以外の事由によりその職を離れ

た場合における当該月の基本報酬の月額は、当該月の現日数から勤務時間条

例第３条及び第４条の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数を基礎と

して、日割計算の方法により算出した額（その額に１円未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 月額により基本報酬が定められるパートタイム会計年度任用職員で、月の

中途において死亡したものに対しては、その月まで基本報酬を支給する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の基本報酬の減額） 

第２４条 パートタイム会計年度任用職員が勤務しない場合は、その勤務しな

いことにつき任命権者の承認があったときを除くほか、その勤務しない１時

間につき、第２２条第３項の規定により得られる勤務１時間当たりの基本報

酬の額（以下「１時間当たりの基本報酬額」という。）を減額した基本報酬

を支給する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務報酬） 

第２５条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年

度任用職員には、正規の勤務時間外に勤務した全時間に対して、勤務１時間

につき１時間当たりの基本報酬額に正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務

の区分に応じ、当該各号に定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午

前５時までの間である場合にあっては、その割合に１００分の２５を加算し



 

た割合）を乗じて得た額を時間外勤務報酬として支給する。 

 (1) 正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により休日勤務報酬が支 

給されることとなる日を除く。次項において同じ。）における勤務 １００ 

分の１２５ 

 (2) 前号に掲げる勤務以外の勤務 １００分の１３５ 

２ 前項の規定にかかわらず、正規の勤務時間が割り振られた日において、正

規の勤務時間外にした勤務のうち、その勤務の時間とその勤務をした日にお

ける正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務に対す

る前項第１号の規定の運用については、同号中「１００分の１２５」とある

のは「１００分の１００」とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、勤務時間条例第４条第１項の規定により、あ

らかじめ同条例第３条第２項の規定により割り振られた１週間の正規の勤務

時間（以下この条において「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）を

超えて勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、割振

り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間（次条第１項の規定によ

り休日勤務報酬が支給されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時

間につき、１時間当たりの基本報酬額に１００分の２５を乗じて得た額を時

間外勤務報酬として支給する。 

４ 前３項の規定にかかわらず、正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられ、

正規の勤務時間外にした勤務の時間及び割振り変更前の正規の勤務時間を超

えて勤務することを命ぜられ、割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした

勤務の時間（次条第１項の規定により休日勤務報酬が支給されることとなる

時間を除く。）の合計が１月について６０時間を超えたパートタイム会計年

度任用職員には、その６０時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時

間につき、１時間当たりの基本報酬額に、正規の勤務時間外にした勤務にあ

っては１００分の１５０（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの

間である場合は、１００分の１７５）、割振り変更前の正規の勤務時間を超

えてした勤務にあっては１００分の５０を乗じて得た額を時間外勤務報酬と

して支給する。 



 

５ 前４項の規定にかかわらず、勤務時間条例第７条第１項に規定する時間外

勤務代休時間を指定された場合において、当該時間外勤務代休時間にパート

タイム会計年度任用職員が勤務しなかったときは、前項に規定する６０時間

を超えて勤務した全時間のうち当該時間外勤務代休時間の指定に代えられた

時間外勤務報酬の支給に係る時間に対しては、当該時間１時間につき、正規

の勤務時間外にした勤務にあっては１時間当たりの基本報酬額に１００分の

１５０（その時間が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、

１００分の１７５）から第１項各号（第２項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）に規定する割合（その時間が午後１０時から翌日の午前５

時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を減

じた割合を乗じて得た額、割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務

にあっては１時間当たりの基本報酬額に１００分の５０から第３項に規定す

る割合を減じた割合を乗じて得た額の時間外勤務報酬を支給することを要し

ない。 

 （パートタイム会計年度任用職員の休日勤務報酬） 

第２６条 休日（勤務時間条例第９条に規定する休日をいう。）においては正

規の勤務時間中に勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、正

規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間につき１時間当たり

の基本報酬額に１００分の１３５を乗じて得た額を休日勤務報酬として支給

する。休日に準ずるものとして市長が別に定める日において勤務したパート

タイム会計年度任用職員についても、同様とする。 

 （パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務報酬） 

第２７条 正規の勤務として午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務す

るパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤務した全時間に対して、

勤務１時間につき１時間当たりの基本報酬額に１００分の２５を乗じて得た

額を夜間勤務報酬として支給する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務報酬） 

第２８条 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤

務で、給与上特別の考慮を必要とし、かつその特殊性を基本報酬で考慮する



 

ことが適当でないと認められる職務に従事するパートタイム会計年度任用職

員には、その勤務の特殊性に応じて特殊勤務報酬を支給する。 

２ 特殊勤務報酬の支給は、給与条例第１５条の規定により支給される常勤職

員の特殊勤務手当の例による。 

 （パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務報酬等の端数計算） 

第２９条 第２５条から前条までの規定による勤務１時間につき支給する時間

外勤務報酬、休日勤務報酬、夜間勤務報酬及び特殊勤務報酬の額並びに第 

３２条の規定による通勤に係る費用の弁償の額を算定する場合において、当

該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１円

未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第３０条 第１３条から第１６条（期末手当の支給に係る部分に限る。）まで

の規定は、次の各号のいずれにも該当するパートタイム会計年度任用職員に

ついて準用する。この場合において、第１３条第１項中「常勤職員の例」と

あるのは、「常勤職員の例（期末手当基礎額に係る規定及び在職期間に応じ

た期末手当の額の算出に係る規定を除く。）」と読み替えるものとする。 

 (1) 任期の定めが６月以上の者 

 (2) １週間の正規の勤務時間が常勤職員の１週間の勤務時間の５分の２以上 

で、かつ、１月間の勤務日数が常勤職員の１月間の勤務日数の５分の２以 

上である者 

２ 前項の場合において、期末手当の額を算出する際の期末手当基礎額は、月

額により基本報酬を定められた者にあっては当該基本報酬の月額とし、日額

又は時間額により基本報酬を定められた者にあってはそれぞれの基本報酬の

額を月額に換算した額（以下この項において「月額換算期末手当基礎額」と

いう。）とし、退職し、若しくは失職し、又は死亡した者にあってはその日

においてその者が受けるべき基本報酬の月額又はその者の月額換算期末手当

基礎額とする。 

３ 期末手当の額は、前項に規定する期末手当基礎額に１００分の１３０を乗

じて得た額に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の次の



 

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 (1) ６月 １００分の１００ 

 (2) ５月以上６月未満 １００分の９０ 

 (3) ４月以上５月未満 １００分の８０ 

 (4) ３月以上４月未満 １００分の７０ 

 (5) ２月以上３月未満 １００分の６０ 

 (6) １月以上２月未満 １００分の５０ 

 (7) １月未満 １００分の４０ 

 （パートタイム会計年度任用職員の給与の支給） 

第３１条 月額により基本報酬が定められるパートタイム会計年度任用職員の

給与は、当月分を毎月２１日（その日が休日（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日をいう。以下この条において同じ。）

又は日曜日若しくは土曜日に当たるときは、その日前においてその日に最も

近い休日又は日曜日若しくは土曜日でない日。以下「支給日」という。）に

支給する。ただし、月額により基本報酬が定められるパートタイム会計年度

任用職員が当月の支給日後において新たに任用された場合及び当月の支給日

前において退職した場合には、当月分の給与をその翌月中までに随時支給す

ることができる。 

２ 日額又は時間額により基本報酬が定められるパートタイム会計年度任用職

員の給与は、月の初日から末日までの勤務日数又は勤務時間及び勤務日数に

応じた基本報酬を翌月の支給日に支給する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務

報酬、休日勤務報酬、夜間勤務報酬及び特殊勤務報酬（月額で支給されるも

の以外のものに限る。）は、当月分を翌月の支給日に支給する。ただし、パ

ートタイム会計年度任用職員が退職し、又は死亡した場合には、その退職し、

又は死亡した日までの分をその月中に支給することができる。 

 （パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用の弁償） 

第３２条 パートタイム会計年度任用職員には、その通勤に係る費用を弁償す

る。 



 

２ 通勤に係る費用の弁償は、給与条例第１４条の規定により支給する常勤職

員の通勤手当の例による。この場合において、その支給する額は、１週間当

たりの通勤回数を考慮して、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 (1) １週間の勤務日数が４日以上又は１月当たり１７日以上の者 常勤職員 

の通勤手当の例により算出した額 

 (2) １週間の勤務日数が２日以上４日未満又は１月当たり８日以上１７日未 

満の者 前号で算出した額の１００分の５０ 

 (3) １週間の勤務日数が２日未満又は１月当たり４日以上８日未満の者 第 

１号で算出した額の１００分の２０ 

３ 前項の通勤の実情に応じる報酬は、同項第１号から第３号までに掲げる者

に該当しない場合は、これを支給しない。 

４ パートタイム会計年度任用職員の勤務公署及び通勤の事情の特殊性により

第２項に規定する通勤の実情に応じる報酬の額により難いときは、同項の規

定にかかわらず、同項に規定する額を超えない範囲内において、市長の承認

を得て任命権者が別に定める。 

 （パートタイム会計年度任用職員の旅費） 

第３３条 パートタイム会計年度任用職員が公務のため旅行するときは、山陽

小野田市職員等の旅費に関する条例の規定の例により、費用弁償を支給する。

この場合において、同条例別表第１中「その他の者」とあるのは、「パート

タイム会計年度任用職員」とする。 

（休職者の給与） 

第３４条 法第２８条第２項の規定により休職にされた会計年度任用職員には、

いかなる給与等も支給しない。 

（給与の支払いから控除を認めるものの範囲） 

第３５条 給与の支払から控除を認めるものの範囲は、給与条例第３４条の規

定を準用する。 

（委任） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 



 

附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 


